
適切なモニタリング頻度の設定

利用している障害福祉サービスのチェックと見直
しを行う支援です。

作成された「サービス等利用計画」が適切かどう
か、支給決定期間内の一定期間ごとにモニタリン
グ（効果の分析・評価）を行い、利用状況、利用
者の心身の状況や環境、サービス利用に関する意
向などを勘案して見直しを行います。

障害福祉サービス毎に、標準的なモニタリング期
間の考え方が示されています。

「国分寺市におけるモニタリング期間に関する標
準的な考え方」は、「国分寺市 障害者の日常生活
及び社会生活を総合的に支援するための法律に基
づく障害福祉サービス等 支給決定基準（令和４年
４月版）」に記載があります。＊裏面を参照

「令和３年度障害福祉サービス等報酬改定におけ
る主な改定内容」に、利用者の個別性も踏まえた
モニタリング頻度を決定することが盛り込まれて
います。

利用者の心身の状況、生活環境、家庭環境等の要
因、障害福祉サービス等を安定的に利用すること
の課題、医療観察法対象者であること等を勘案し
て、標準的なモニタリングの期間を短縮して実施
することが想定されます。

モニタリング（継続サービス利用支援） モニタリングの期間（標準的な考え）

　◎ モニタリング期間を短くする（頻度を増やす）必要がある場合の例 ◎

　モニタリング期間が短くなる（頻度が増える）ことが想定される具体例
　　・生活習慣等を改善するための集中的な支援の提供後、引き続き一定の支援が必要である者
　　・利用する指定障害福祉サービス事業者の頻繁な変更やそのおそれのある者
　　・その他障害福祉サービス等を安定的に利用することに課題のある者
　　・障害福祉サービス等と医療機関等との連携が必要な者
　　・複数の障害福祉サービス等を利用している者
　　・家族や地域住民等との関係が不安定な者
　　・学齢期の長期休暇等により、心身の状態が変化するおそれのある者
　　・就学前の児童の状態や支援方法に関して、保護者の不安の軽減・解消を図る必要がある者

　下記に掲げる者は、上記の状況に該当する場合が多いと考えられるため、
　モニタリング期間の設定に当たっては、特に留意して検討が必要です。
　　・単身者（単身生活を開始した者、開始しようとする者）
　　・複合的な課題を抱えた世帯に属する者
　　・医療観察法対象者　・医療的ケア児　・強度行動障害児者
　　・犯罪をした者（矯正施設退所者、起訴猶予又は執行猶予となった者等）
　　・被虐待者又は、その恐れのある者（養護者の障害理解の不足、介護疲れが見られる、
　　　養護者自身が支援を要する者、キーパーソンの不在や体調不良、死亡等の変化等）
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適切なモニタリング頻度の設定のポイント！

令和３年度障害福祉サービス等報酬改定における
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